
四日市市生産緑地地区指定要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、四日市市の市街化区域内にある農地の適正な保全を図ることにより、

農業と調和した良好な都市環境の形成に資するため、生産緑地法（昭和４９年法律第６８

号。以下「法」という。）に基づき、生産緑地地区の指定について、必要な事項を定めるも

のとする。 

（指定の要件） 

第２条 生産緑地地区に指定ができる農地は、法第３条第１項各号に規定する条件に該当す

る農地で、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当するものとする。 

(1)30 年間農地として適正に維持管理することができると認められること。 

(2)公道に接している農地であること。 

(3)同一権利者が所有する３００㎡以上の一団の農地であること。 

(4)法第３条第２項に規定する農地の所有者、その他関係権利者等の同意が書面により得

られていること。 

(5)主たる従事者の年齢が７０歳以上の場合は、７０歳未満の後継者がいること。 

２ 前項の規定にかかわらず、法第３条第１項各号に規定する条件に該当し、四日市市が開

設した市民農園及び特定農地貸付に関する農地法等の特例に関する法律（平成元年法律第

５８号）に基づいて開設された市民農園は、生産緑地地区に指定ができる農地とする。 

（指定しない農地） 

第３条 前条の規定に関わらず、次の各号のいずれかに該当する農地は、生産緑地地区とし

て指定は行わないものとする。 

(1)法第１０条の規定に基づく買取りの申出があり、行為の制限が解除されたもの 

(2)農地法（昭和２７年法律第２２９号）第４条第１項第７号及び同法第５条第１項第６

号の規定による転用の届出が行われているもの。ただし、届出後の状況の変化により、

現に再び農業の用に供されている土地で、将来的にも営農が継続されると市長が認める

場合を除く。 

（指定の申出人） 

第４条 生産緑地地区に指定の申出ができる者は、当該農地の所有者又は農地について使用又

は収益をする権利を有する者とする。 

（指定の手続） 

第５条 申出人は、生産緑地地区指定申出書（第１号様式）及び生産緑地地区指定同意書（第

２号様式）、その他必要な書類を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申出があった場合は、第２条に定める要件を審査したうえで、都市計画

に定めるか否かについて、生産緑地地区指定要件確認通知書（第３号様式）により、申出

人に通知するものとする。 



（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、生産緑地地区の指定に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２６年９月１０日から施行する。 

附 則（平成３０年３月３０日告示第１６１号） 

この要綱は、平成３０年３月３０日から施行する。 

附 則（令和７年３月２８日告示第１５７号） 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

   附 則（令和８年９月２９日告示第５２８号） 

この要綱は、令和８年１０月１日から施行する。 

（都市整備部都市計画課） 


